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リスク科学関連 ⾃然環境関連 社会環境関連 

1〜2年 

2〜3年 

3〜4年 

環環境境リリススクク共共生生学学科科  カカリリキキュュララムムママッッププ 

 

学部教育科⽬（９４単位以上） 
全学教育科⽬ 

（３０単位以上） 
 

基礎演習科⽬／専⾨基礎科⽬／専⾨科⽬ 
学部共通科⽬ 

基礎演習科⽬（３単位） 

卒業関連科⽬（４単位） 

専⾨基礎科⽬（１７単位以上） 

環境リスク共⽣演習 A 〜 F （ 2年秋学期〜 3 年春学期） 
（課題演習科⽬） 

専⾨科⽬（６０単位以上） 

環境リスクコア科⽬ 
（６単位以上） 

⾃然系コア科⽬ 
（６単位以上） 

社会系コア科⽬ 
（６単位以上） 

専⾨関連科⽬ 

環境共⽣フィールド演習、環境リスク情報処理、環境を扱う実務とキャリア・プランニングⅠ  

リスク共⽣社会基礎論 、 
⾃然環境リスク共⽣概論、 
社会環境リスク共⽣概論 

科⽬例︓解析学、線形代数学、微分⽅程式、確率・統計、化学実験、他 

環境リスク共⽣ワークショップ（3年次）  
（専⾨基礎科⽬） 

課題演習科⽬（６単位） 

都市科学の基礎科⽬ 

（３単位） 

グローバル・ 

ローカル関連科⽬ 

（２科⽬以上） 

リスク共⽣関連科⽬ 

（２科⽬以上） 

イノベーション 

関連科⽬ 

（２科⽬以上） 

学部共通科⽬ 

（１４単位以上） 

科⽬例︓ 環境汚染の科学、 
組織マネジメントとリス 
ク、⽣態毒性学、  保全⽣ 

 
リスク解析、  
⽣態データサイエンス、 
リスクマネジメント 

 

Environmental Risk 
Management for 
Infrastructure、他 

科⽬例︓個体群⽣態学・進 
化⽣態学概論、⽣態系と物 
質循環、⾥地と⼭地の⽣態 
学、海洋⽣物学、植物⽣理 
学、地球システム論、地球 
ダイナミクス、地球物質循 
環、古⽣物学、地球環境変 
動と⽣命進化、⽣態学実習、 
⽣態学遠隔地フィールドワ  
ーク、海洋学フィールドワ  
ーク、地質学遠隔地フィー  
ルドワーク、⼤気科学、

海洋⽣態学、他 
 

 

  

科⽬例︓都市環境浄化 
⼯学、都市・地域経済学、 
⾼齢社会とリスク、 

 環境法、 環境政策、 
政策科学とデータ分析 、 
環境化学基礎演習 、 

環境リスク共⽣ゼミ I 〜 III 

卒業研究 A ・ B 

⾼度全学教育 

指定科⽬ 

（３年次以降に 

４単位以上） 

基礎科⽬ 

 

 

グローバル教育科⽬ 

イノベーション 

教育科⽬（選択） 

外国語科⽬ 

（１０ 単位 以上 ） 

健康スポーツ科⽬ 

（ 2 単位まで 

算⼊可能） 

ソーシャルプラクティス 
関連科⽬ 

（０単位以上）

（⼈⽂社会系４単位以上 

⾃然科学系４単位以上） 

態学、環境汚染と環境 

リスクの社会⼼理学、他 
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教教育育職職員員免免許許状状のの取取得得ににつついいてて
環境リスク共生学科の学生で卒業後に学校教員に就こうとする者は、教育職員免許法に定める必要な単位を修

得し、当該教科の免許状を取得しなければならない。

教教育育職職員員免免許許状状のの取取得得ににつついいてて

 環境リスク共生学科の学生は、「理科」の教科における中学校教諭一種免許状及び高等学校教諭一種免許

状を取得することができる。

 いずれの免許状の場合でも、 ．で説明する「教育職員免許法施行規則第 条の に定める科目」の単位

を修得しなければならない。更に、表 に示すように、各免許状によって定められている「教育の基礎的理解

に関する科目」等及び「教科及び教科の指導法に関する科目」の必要単位数以上を修得し、合わせて

単位以上の単位を修得しなければならない。

なお、高等学校教諭一種免許状「理科」には — で説明する特例措置が設けられているので注意するこ

と。

表表 ．．免免許許状状取取得得にに必必要要なな単単位位数数

免 許 状

教育職員免許法施行

規則第 条の に定

める科目

教科及び教職に関する科目

教科及び教職に関する

科目の合計
教育の基礎的

理解に関する

科目等

教科及び教科

の指導法に関

する科目

中学校教諭一種

免許状 理科
表 参照 単位 単位以上 単位以上

高等学校教諭一種

免許状 理科
表 参照

単位 単位以上

単位以上

ただし、 ． — に補足説明あり

 免許状取得のための「教科及び教科の指導法に関する科目」は、必ず環境リスク共生学科の学部教育科目

として開講されているものを履修すること。また、「教育職員免許法施行規則第 条の に定める科目」は環

境リスク共生学科の学部教育科目と全学教育科目から履修すること。

 中学校教諭一種免許状はこの他に 年次に、特別支援学校及び所定の社会福祉施設で通算して 日以上の

介護等の体験を行い、免許状申請の際に、その施設において発行された介護等の体験に関する証明書を

提出しなければならない。（「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等

に関する法律」）

なお、 年次の 月に介護等の体験の申し込み手続きを行うので、忘れずに申し込むこと。また 月にオリ

エンテーションを実施するので、必ず参加すること。詳細は掲示等で通知する。なお、介護等の体験の申し

込みをおこなった後に中学校教諭一種免許状の取得を断念する場合は、速やかに都市科学部学務係に申

し出ること。

 教育実習（「教育実習 」、「教育実習 」）は 年次に行う。

教育実習を履修する者は、 年次の 月までに教育実習仮登録を行い、実習校を自分で探すこと（ 年次の

春休みなどを利用して母校などに行くのが望ましい）。また、 年次の秋学期に教育実習事前説明会を行う

ので必ず参加すること。なお、教育実習仮登録を行った後に教職免許状の取得を断念する場合は、 速やか

に都市科学部学務係に申し出ること。

 他学部で開講される教職科目の時間割については都市科学部学務係にて希望者に別途配布する。

 ～ 月に ・ 年生向け説明会を開催するので、免許状取得希望者は必ず参加すること。開催日時について

は掲示を確認すること。

 教育職員免許状取得希望者は、申請に必要な証明書を都市科学部学務係に請求し、その証明書を持って

自ら各都道府県教育委員会に免許状授与申請を行うこと。なお、申請方法、申請受付期間等の詳細につい

ては、申請先の教育委員会に自ら照会すること。
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教教育育職職員員免免許許法法施施行行規規則則第第 条条のの にに定定めめるる科科目目

いずれの免許状の場合でも、表 に示す授業科目の単位を修得しなければならない。

表表 ．．教教育育職職員員免免許許法法施施行行規規則則第第 条条のの にに定定めめるる科科目目

教育職員免許法施行規則に

定める科目区分
授 業 科 目 単位数

日本国憲法 日本国憲法

体 育 健康スポーツ演習

外国語コミュニケーション
英語プレゼンテーション

自立英語

数理、データ活用及び人工知

能に関する科目
数理・データサイエンス・ 入門

教教育育のの基基礎礎的的理理解解にに関関すするる科科目目等等

－ 中学校教諭一種（理科）・高等学校教諭一種（理科）免許状取得のための履修条件

 中学校教諭一種免許（理科）を取得するためには、表 の「教育の基礎的理解に関する科目」、「道徳、総合

的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」、および「教育実践に関する科目」

に記載されている全科目（ 単位）を履修し修得すること。

 高等学校教諭一種免許（理科）を取得するためには、表 の「教育の基礎的理解に関する科目」、「道徳、総
合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」、および「教育実践に関する科目」
に記載されている科目の内 単位以上を履修し修得すること。

 中学校教諭一種免許（理科）を取得するためには、表 の「教育実践に関する科目」の「教育実習事前事後指

導」および、「教育実習 」、「教育実習 」の両実習を履修し修得すること。

なお、中学校教諭一種免許のために「教育実習 、 」を受講するには、 年次秋学期までに表 の「教育の

基礎的理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に

関する科目」に記載されている科目の内 単位を修得し、かつ表 の「教科及び教科の指導法に関する科

目」のうち「教科に関する専門的事項」から 単位、「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」

から 単位を修得していること。（受講条件は上記のとおりだが、 年次秋学期までに表 の「教育の基礎的

理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科

目」に記載されている全科目（ 単位）を修得し、かつ表 の「教科及び教科の指導法に関する科目」のうち

「教科に関する専門的事項」から 単位、「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」から 単位を

修得していることが望ましい。）都市科学部教職課程運営委員会が適当と認めた者のみが「教育実習 、 」

を受講できる。

 高等学校教諭一種免許（理科）を取得するためには、表 の「教育実践に関する科目」の「教育実習 」を履

修し修得すること。

なお、高等学校教諭一種免許のために「教育実習 」を受講するには、 年次秋学期までに表 の「教育

の基礎的理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に

関する科目」に記載されている科目のうち 単位を修得し、かつ表 の「教科及び教科の指導法に関する

科目」のうち「教科に関する専門的事項」から 単位、「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」

から 単位を修得していること。（受講条件は上記のとおりだが、 年次秋学期までに表 の「教育の基礎的

理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する

科目」に記載されている全科目（ 単位）を修得し、かつ表 の「教科及び教科の指導法に関する科目」の

うち「教科に関する専門的事項」から 単位、「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」から 単

位を修得していることが望ましい。）都市科学部教職課程運営委員会が適当と認めた者のみが「教育実習 、

」を受講できる。

 今後、都市科学部で開設する「教育の基礎的理解に関する科目等」が増えた場合には、都市科学部学務係

から掲示等で別途通知する。
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教教育育職職員員免免許許法法施施行行規規則則第第 条条のの にに定定めめるる科科目目
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」を受講できる。

 今後、都市科学部で開設する「教育の基礎的理解に関する科目等」が増えた場合には、都市科学部学務係

から掲示等で別途通知する。
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表表３３．．教教育育のの基基礎礎的的理理解解にに関関すするる科科目目等等

授業科目
単
位
数

中一種免高一種免 高一種免※１
＜半数振替を使う場合＞

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思
想

教育の思想と歴史

教職の意義及び教員の役割・職務内容
（チーム学校運営への対応を含む。）

教職論

教育に関する社会的、制度的又は経営的事
項（学校と地域との連携及び学校安全への
対応を含む。）

教育社会学

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習
の過程

教育の心理学

特別の支援を必要とする幼児、児童及び生
徒に対する理解

中等教育における特別な
教育的ニーズの理解と支援

教育課程の意義及び編成の方法（カリキュ
ラム・マネジメントを含む。）

カリキュラム論

（中一種免）道徳の理論及び指導法
（高一種免）大学が独自に設定する科目

道徳教育の理論と方法 《必修》

総合的な学習の時間の指導法
総合的な学習の時間の理論と
実践

特別活動の指導法 特別活動論

教育の方法及び技術 教育方法論

情報通信技術を活用した教育の理論及び方
法

情報通信技術の活用

生徒指導の理論及び方法／
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

生徒・進路指導論

教育相談（カウンセリングに関する基礎的
な知識を含む。）の理論及び方法

教育相談の理論と方法

教育実習事前事後指導

教育実習Ａ

教育実習Ｂ 《必修》
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※１　半数振替については次項３－２参照のこと。
※２　高等学校教諭一種免許取得にあたり「道徳教育の理論と方法」（2単位）は、表１「教育の基礎的理解に関する科目等」ならびに「教科及び教科の指導法に
　　　関する科目」の必要単位数には算入されないが、「教育の基礎的理解に関する科目等」と「教科及び教科の指導法に関する科目」の合計必要単位数59単位
　　　には算入される。
※３　教職実践演習（中・高）を履修するためには、卒業研究に着手している必要がある。

免許法施行規則に定める
科目区分等

《必修》

《必修》

《必修》
選択必修
４単位以上

《必修》

《必修》

《必修》

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目

《必修》※３

教
育
実
践
に
関
す
る
科
目

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目
等

道
徳
、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法

及
び
生
徒
指
導
、
教
育
相
談
等
に
関
す
る
科
目

選択

《必修》

《必修》教育実習

選択※２

《必修》

《必修》

《必修》

《必修》

《必修》

《必修》

選択必修
５単位以上
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－ 高等学校教諭一種（理科）免許状取得に際しての補足説明

 高等学校教諭一種免許（理科）を取得するには、基本的には － の履修条件に従う。ただし、高等学

校教諭一種免許（理科）だけの取得を希望する場合には、教育職員免許法施行規則の定めるところの

特例処置（以下、半数振替と呼ぶ）により、 － の表 「教育の基礎的理解に関する科目等」の修得要

件が緩和される。

 半数振替を利用して高等学校教諭一種免許を取得する場合には、 の表 「教育の基礎的理解に

関する科目等」のうち、下記科目（ 単位）を修得すること。

「教育の基礎的理解に関する科目」（ 単位）

「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」（ 単位）

「教育実践に関する科目」のうち、

教育実習事前事後指導（ 単位）、教育実習Ａ（ 単位）、教職実践演習（ 単位）

なお、「道徳教育の理論と方法」はこの 単位に含めることは出来ないので注意すること。

 上記 に記す「教育の基礎的理解に関する科目等」 単位と別途記載の学科が定める「教科及び教

科の指導法に関する科目」のうち中等教科教育法ⅠあるいはⅡ（ 単位）を含む 単位以上（合計

単位以上）を修得することで半数振替により高等学校教諭一種免許が取得できる。

 「教育実習 」を受講するには、 年次秋学期までに上記 に記す「教育の基礎的理解に関する科目」

及び「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する科目」 単位以上

を修得し、かつ別途記載の各学科が定める表 の「教科及び教科の指導法に関する科目」のうち「教

科に関する専門的事項」から 単位、「各教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。）」から 単位

を修得していること。

 「教育実習 」受講の可否は、最終的には都市科学部教職課程運営委員会で決定される。

教教科科及及びび教教科科のの指指導導法法にに関関すするる科科目目 
 いずれの免許状の場合でも、「教育の基礎的理解に関する科目等」と「教科及び教科の指導法に関する科

目」を合わせて 単位以上の単位を修得しなければならない。

 教科及び教科の指導法に関する科目は、中学校教諭一種免許状と高等学校教諭一種免許状の両方の取

得要件単位として使うことができる。一部扱いの異なる科目があるので備考欄を確認すること。

「理科」の教科及び教科の指導法に関する必修科目と選択必修科目は次頁に記載されている表 のとおりである。

備考欄に記載のない科目は選択科目である。
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表表 ．．教教科科及及びび教教科科のの指指導導法法にに関関すするる科科目目

中一種免 高一種免
高一種免

＜半数振替を使
う場合＞

中等教科教育法Ⅰ（理科）

中等教科教育法Ⅱ（理科）

中等教科教育法Ⅲ（理科）

中等教科教育法Ⅳ（理科）

物理学ⅠA

物理学ⅠB

物理学Ⅱ

基礎化学

基礎化学Ⅱ

環境汚染の科学Ⅰ

環境汚染の科学Ⅱ

環境化学基礎演習Ⅰ

環境化学基礎演習Ⅱ

自然環境リスク共生概論B（生物と環境）

生物の世界Ⅰ

生物の世界Ⅱ

個体群生態学・進化生態学概論Ⅰ

個体群生態学・進化生態学概論Ⅱ

植物生理学Ⅰ

植物生理学Ⅱ

生態系と物質循環Ⅰ

生態系と物質循環Ⅱ

海洋生物学Ⅰ

海洋生物学Ⅱ

生態リスク学入門（注１）

都市生態学

保全生態学

里地と山地の生態学Ⅰ

里地と山地の生態学Ⅱ

生態データサイエンスⅠ

生態データサイエンスⅡ

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項

必修

各教科の指導法
（情報機器及び教材の活用

を含む。）

必修

教育職員免許法施行規則に定める
科目区分 授業科目

単
位
数

備考
左記に対応する開設授業科目

必修

選択必修
2単位以上

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

必修物理学

化学

生物学

科目セットＡ（ 科目 単位）

科目セットＢ（ 科目 単位）

科目セットＣ（ 科目 単位）

科目セットＤ（ 科目 単位）

左
記
の
科
目
セ
ッ
ト
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
か
ら

１
科
目
セ
ッ
ト
以
上
を
選
択
必
修



中⼀種免 ⾼⼀種免
⾼⼀種免

＜半数振替を使
う場合＞

地球科学 2

地球システム論Ⅰ 1

地球システム論Ⅱ 1

⾃然環境リスク共⽣概論A（地球と環境） 1

地球環境変動と⽣命進化Ⅰ 1

地球環境変動と⽣命進化Ⅱ 1

古⽣物学Ⅰ 1

古⽣物学Ⅱ 1

地球ダイナミクス 1

地球物質循環論 1

物理学実験 物理実験 1 必修

化学実験 化学実験 1 必修

⽣態学実習Ⅰ 1

⽣態学実習Ⅱ 1

海洋学フィールドワーク 2

⽣態学遠隔地フィールドワーク 2

地球科学実験 2

地質学遠隔地フィールドワーク 2

（注１）2026年度以降の開講は未定

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
⽬

地学実験

「⽣態学実習Ⅰ」
および「⽣態学実
習Ⅱ」２科⽬２単
位必修

「地球科学実験」
１科⽬２単位必修

「物理実験」「化学実験」「⽣
態学実習Ⅰ」「⽣態学実習Ⅱ」
「地球科学実験」の５科⽬から
１科⽬以上選択必修。ただし
「⽣態学実習Ⅰ」と「⽣態学実
習Ⅱ」はセットで履修するこ
と。

教
科
に
関
す
る
専
⾨
的
事
項

「地球科学」「地球システム論Ⅰ」「地球システム
論Ⅱ」の3科⽬から1科⽬以上選択必修。
ただし、「地球システム論Ⅰ」「地球システム論
Ⅱ」はセットで履修すること。

地学

⽣物学実験

授業科⽬
単
位
数

備考
教育職員免許法施⾏規則に定める科

⽬区分

左記に対応する開設授業科⽬
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（注１） 年度以降の開講は未定




